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研究成果の概要（和文）： パルス性地震動と長周期地震動に対する免震構造の安全性と機能性を高めるために、床応
答加速度と応答変位を低減することを目的とした。磁気粘性流体（MR流体）を用いて粘性を可変にできる回転慣性質量
ダンパー（MR回転慣性質量ダンパー）を製作し、解析およびリアルタイムハイブリッド実験によって、制御効果を検証
した。
 セミアクティブ制御により、標準的な入力地震動の他、断層近傍のパルス性地震動や長周期地震動など建築基準法の
水準を超える多様な地震動に対して、最大床応答加速度を平均6%程度、最大応答変位を平均28%程度低減するなど、床
応答加速度を抑制しながら、免震層の応答変位を低減できることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：   A damper developed by authors uses both the mass effect by rotary inertia and t
he variable damping effect by magnetorheological fluid. The negative spring property by inertia mass and s
ignificant energy absorption by MR fluid are confirmed. Authors intend to carry out practical realization 
of rotary inertia mass damper using MR fluid. In this research, through the real-time-hybrid experiment wi
th the use of "MR rotary inertia damper", the seismic response properties are discussed by changes in the 
parameters on building structure. From the knowledge obtained by the experiment, the authors propose the s
emi-active control method focused on input velocity of earthquake.
   Then, in comparison with passive control, it have been confirmed the effects of the displacement reduct
ion in the all case of experiments performed in this research. Especially, in the case of near-fault earth
quake ground motion, it have been confirmed both floor response acceleration and displacement were reduced
.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
1994 年のノースリッジ地震を契機に、内

陸型地震の断層近傍で発生するパルス性地
震動による免震構造の挙動に警告を発した
ことで、Heaton らの研究は有名であった。
しかし、そこで扱われている免震構造のモデ
ルは日本では非現実的なもので、必ずしも一
般論として適切な議論にはなっていないが、
問題点を指摘したことは評価できる。1995
年の兵庫県南部地震以後でも、断層近傍に免
震構造の建物はなかったが、上町断層による
被害想定も実施され、断層近傍の建物の応答
特性が研究されている。 
免震構造においては、応答変位を低減する

ためにダンパーを付加すると、免震構造の特
徴である揺れの穏やかさが損なわれる（床応
答加速度が上昇する）ことは自明である。こ
のようなパルス性地震動が作用する免震構
造に対して、床応答加速度を上昇させないで、
応答変位を低減する方法が示されていない
状況であった。 
一方、長周期地震動に対しては、2003 年 9

月の十勝沖地震による地震被害を契機に、関
係学会の共同の研究が実施され、日本建築学
会からも研究成果が公表されている。また防
災科学技術研究所が中心となって、免震構造
の長周期地震動作用時の室内の什器等の挙
動について研究が進んでいた。これに対して
セミアクティブ制御によっては、床応答加速
度を上昇させないで応答変位を制御する可
能性は申請者らも示していたが、パッシブ制
御によっては明確な方法が示されていない
状況であった。 
 
２．研究の目的 
パルス性地震動および長周期地震動など、

建築基準で想定される水準を超える地震動
に対して、免震構造の床応答加速度を上昇さ
せないで、応答変位を低減する制御方法を提
案することを目的とした。 
パッシブ制御に用いられるダンパーには、

履歴系ダンパー、粘性系ダンパー、回転慣性
系ダンパーなどがあるが、これらをそのまま
使用してパルス性地震動や長周期地震動に
対応しようとすると、ダンパー量を増やす結
果になる。そうすると再現期間 50 年程度の
レベル１地震動および再現期間500年程度の
レベル２地震動作用時の機能維持性能を低
下させる可能性があるので、大変形領域だけ
で機能する新しいタイプのパッシブダンパ
ーまたはセミアクティブダンパーを提案し、
それによって床応答加速度を許容範囲に抑
制した上で変位制御を行う方法を提示する。
このとき、既存建物にも増設できることが望
ましい。 
また上部構造が、擁壁に衝突することも起

こりうるので、衝突した際には機能維持は困
難となるが、上部構造の安全性は確保できる
ための考え方とそれを確認する解析方法を
提案する。 

３．研究の方法 
以下の方法で研究を実施した。 

(1) パッシブおよびセミアクティブ制御に要
求される性能の決定 

 まず文献調査によって、想定すべきパルス
性地震動と長周期地震動の波を選定し、それ
らの地震動波に対する免震構造のクライテ
リアを設定し、そのクライテリアを満足する
ために必要とされるパッシブおよびセミア
クティブ制御に要求される性能を、解析研究
によって決定する。 
 
(2) 回転慣性系を用いたセミアクティブ制御

装置と制御アルゴリズムの開発・設計 
(1)の段階で得られた要求性能を満足でき

るセミアクティブ制御装置の設計とそれを
コントロールする制御アルゴリズムを開発
する。このとき、初期段階の解析研究の結果、
回転慣性機構が床応答加速度低減に有効だ
と考えたので、それを念頭において研究した。 
 
(3) 解析とリアルタイム・ハイブリッド実験

による制御方法の検証 
(2)の結果に基づき、セミアクティブ制御

装置を製作する。これを過去の科学研究費で
製作した高速加振装置で性能検証を行った。
その上で、過去の科学研究費で構築したセミ
アクティブ制御のリアルタイム・ハイブリッ
ド実験システムを用いて、制御方法の妥当性
の検証を行った。リアルタイム・ハイブリッ
ド実験（図１）は、構造部分をモデル化して
解析を行い、開発中のダンパーを高速試験器
で加振することで、モデル化誤差と時間遅れ
の影響を反映した検証が行える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ リアルタイム・ハイブリッド実験システム 
 
(4) 免震構造が擁壁に衝突した際のフェイル

セーフの検討 
 制御を行っても、想定以上の地震動が作用
する可能性があるので、免震層の変形が十分
に制御できなかったときは、擁壁に衝突する
ことが考えられる。したがって、擁壁に衝突
した際に上部構造に与える損傷を解析で予
測する。 
 
４．研究成果 
(1) 要求性能と実現可能性 
 本研究は、免震構造の床応答加速度を上昇
させないで、応答変位を低減する制御方法に
よって、建物の建設地の地震環境に応じて、



パルス性地震動と長周期地震動のいずれに
対しても適用可能な制御方法を提案するこ
とを目的とした。 
 まず想定すべきパルス性地震動と長周期
地震動を選定し、それらの地震動に対する免
震構造の要求性能を検討したところ、パッシ
ブ制御に用いられるダンパーの中ではオイ
ルダンパーの有効性が確認できたので、より
有効にオイルダンパーを使用する方法を研
究した。再現期間 500 年程度の地震動作用時
の機能維持性能を低下させない方法として、
オイルダンパーをある境界変位より大きい
大変形領域のみで作動させることで床応答
加速度を上昇させない可能性が見いだせた。
しかしより厳しく変位低減を行うためには
オイルダンパーの量を増やす必要があり、床
応答加速が上昇する結果となった。 
 そこで回転慣性を付加することによって
床応答加速度を低減できる可能性を検証し
た。回転慣性を常時作用させることで、床応
答加速度が低減され、境界変位以上でオイル
ダンパーを稼働させることと併せて、より良
好な結果がえられることが明らかになった。
回転慣性と粘性抵抗の効果を定量的に評価
したところ、回転慣性が大きくなればなるほ
ど応答変位の低減効果が大きいが、床応答加
速度が増し、それに粘性抵抗を適度に加える
ことによってより適切な応答低減が図れる
ことが明らかになった。 
 さらに粘性抵抗を可変とすることの効果
を検証した。磁気粘性流体（MR 流体）を使用
して粘性抵抗を可変とする可変ダンパーを
想定して、セミアクティブ制御を行った。そ
の結果、最適制御で制御力を決定し、スカイ
フック制御のルールによってセミアクティ
ブ制御を実施することによって、良好な結果
が得られることがわかった。これに基づいて、
次年度で実施する実験に用いるダンパーの
設計を行った。 
 
(2) 磁気粘性流体を用いた回転慣性質量ダ

ンパー（MR回転慣性ダンパー）の製作 
 製作した MR 回転慣性ダンパーの構造を図
２に示す。MR回転慣性ダンパーの出力発生部
は、主にボールねじとボールナット、フライ
ホイール（付加質量）および MR 流体と磁場
発生機構（電磁石）で構成されている。ボー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ MR 回転慣性ダンパーの構造 

ルねじとボールナットにより直線運動が回
転運動に変換され、ボールねじの先に取り付
けられたフライホイールが回転することに
より回転慣性力が発生し、回転慣性力により
増幅された質量効果が、ボールねじを介して
直線運動として伝達され、軸方向加速度に比
例した慣性力が出力される。フライホイール
の実質量 m（=20kg）に対して、増幅機構によ
る等価質量は 27.4ton となり、1370 倍の慣性
力を得ることができる。一方、フライホイー
ルが回転することで、フライホイールとケー
ス間の相対変位からせん断速度が生じる。こ
れにより，慣性力と同時にフライホイールの
周囲に充填された MR 流体自身のせん断流れ
に対する抵抗による減衰力を得ることがで
きる。 
MR 流体は磁性体粒子を液体中に分散させ

たもので、図３に示すように、この磁性体粒
子は磁場を受けると分極して液体中に鎖状
の粒子が組織化（クラスターを形成）するた
め、せん断流れや圧力流れに対する抵抗が生
じて粘度が上昇する。抵抗の大きさは与える
磁場の大きさにより異なり、ある範囲までは
より強い磁場を発生させるほど見かけの粘
度は上昇する。逆に磁場を与えることをやめ
ればクラスターも崩れ、磁性粒子が分散した
状態に戻り、抵抗も元に戻ることになる。そ
のため、図３に示すように、磁場が作用して
いないときはせん断速度とせん断応力は概
ね比例関係となり、ニュートン流体の特性を
示し、磁場が作用した場合には降伏応力度を
もつビンガム流体の特性をもつ。 
本実験に用いた MR 回転慣性ダンパーの正

弦波加振による単体性能試験を行い、図４に
正弦波加振試験結果と近似式の比較を示す。
図４(a)に示すように荷重-変形関係が右下
がりになることで加速度を低減する効果が
期待され、ループの面積でエネルギー吸収を
行うことができる。また試験結果と近似式は
概ね良い対応を示すことが確認できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
図３ MR 流体のせん断応力-せん断速度関係 

 
 
 
 
 
 

(a) 荷重-変形関係  (b)荷重-速度関係 
図４ MR 回転慣性ダンパーの力学特性 

 
(3) 解析およびリアルタイム・ハイブリッド

実験による検証 



MR 回転慣性質量ダンパーを用いて、パルス
性地震動および長周期地震動に対する免震
構造の制御効果を、解析およびリアルタイ
ム・ハイブリッド実験によって検証した。 
まず固有周期4秒の免震構造物モデルを対

象として、周波数領域における伝達関数およ
び地震動に対する時刻歴応答の観点から検
討を行った。周波数領域における伝達関数か
ら、回転慣性の質量比を適切に設定すること
により、減衰を大きくするよりも加速度伝達
率および変位伝達率をともに小さできる領
域があるが、質量比と減衰比を調整すること
にはトレードオフ関係があり、それはパッシ
ブ制御のみでは解消できないことが明らか
になった。そこでセミアクティブ制御を行う
ことにより、適切な質量比および減衰比を取
ることにより、特に周期 1～2 秒程度に大き
な振幅を持つようなパルス性地震動に対し
ては、床応答加速度を効果的に減少させるこ
とができた（図５）。 
また各種の入力地震動に対するセミアク

ティブ制御効果を確認したところ、最大床応
答加速度を平均 6%程度、最大応答変位を平均
28%程度低減することができた。この結果よ
り、MR 回転慣性質量ダンパーを用いたセミア
クティブ制御により、標準的な入力地震動の
他、断層近傍のパルス性地震動や長周期地震
動など建築基準法の水準を超える多様な地
震動に対して、床応答加速度を抑制しながら、
免震層の応答変位を低減できることを示し
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)最大床応答加速度 
 
 
 
 
 
 
 

(b)最大応答変位 
図５ パッシブ制御時とセミアクティブ制御時の

応答の最大値の比較 
 
(4) 擁壁との衝突 
やむを得ず、免震構造の上部構造が擁壁に

衝突する場合を想定して、その場合の挙動を
解析で検討した。解析モデルは 1質点系モデ
ル、多質点系モデル、部材モデルの 3種類と
した。衝突に関しては、擁壁に緩衝ゴムが有
る場合と無い場合の2種類のバネでモデル化
した。 
衝突の有無によって応答を比較すると、衝

突時には大きな衝撃力と床応答加速度が発
生した。また緩衝ゴムなしの場合では、緩衝
ゴムありに比べて大きな床応答加速度が発
生しており、緩衝ゴムを付けることで応答を
抑えることができる。 
解析モデルによる比較を行うと、部材モデ

ルと多質点系モデルの結果はよく一致して
いるが、1質点系モデルは応答結果が異なる。
これは、1 質点系モデルでは、上階の挙動を
考慮できないためと考えられる。これより、
擁壁への衝突を含めた応答解析をする際に
は、多質点系モデルで行うことが必要といえ
る。 
また建物の質量を M(kg)、衝突前後の速度

差を⊿V(m/s)とすると、衝突前後での運動量
の変化量は M×⊿Vとなる．この M×⊿Vと衝
突時の層せん断力の関係を図６に示す．運動
量の変化量が同じときは、擁壁の剛性(図５
の k(kN/mm))が大きくなるにつれて衝突時の
層せん断力も大きくなっている。しかし、剛
性がある値に達すると層せん断力がある値
以上に大きくなっていない、つまり上限があ
ることがわかった。さらに荷重－変形関係に
層せん断力(擁壁の剛性 k=1000(kN/mm)の場
合)をプロットすると(図７)，全層で第二折
れ点には達しているが、それを大きく超える
ことはないことから、重大な損傷を起こすも
のではないことがわかった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

図６ M×⊿V－層せん断力関係 
 
 
 
 
 
 

 
図７ 衝突時の層せん断力と復元力特性 
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